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（平成３１年３月１９日理事長決定） 

 

目次 

 第１章 総則（第１条～第５条） 

 第２章 人事（第６条～第１０条） 

 第３章 給与（第１１条） 

 第４章 研修（第１２条） 

 第５章 災害補償（第１３条） 

 第６章 雑則（第１４条～第１５条） 

 附則 

 

  第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は，労働基準法（以下「労基法」という。）第８９条及び公立大学法人

京都市立芸術大学職員就業規則（以下「職員就業規則」という。）第３条第２項の規

定により，公立大学法人京都市立芸術大学（以下「法人」という。）に勤務する特定

業務職員（以下「特定業務職員」という。）の労働条件その他就業に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において，「特定業務職員」とは，法人に雇用される者のうち，理事長

が必要と認める特定の業務に従事する者をいう。 

（法令との関係） 

第３条 特定業務職員の就業に関し，労働協約，労働契約及びこの規則に定めのない事項

については，労基法その他関係法令及び法人の諸規程に定めるところによる。 

（規則の遵守） 

第４条 法人及び特定業務職員は，この規則を遵守し，誠実にその義務を履行しなければ

ならない。 

（規則の周知） 

第５条 法人は，この規則の内容及び趣旨の周知徹底を図るとともに，この規則を改廃し



  

た場合には速やかに特定業務職員に周知しなければならない。 

 

   第２章 人事 

（採用） 

第６条 特定業務職員の採用は，選考によるものとし，面接，経歴評定，筆記試験その他

の方法により行う。 

（勤務条件の明示） 

第７条 法人は，新たに特定業務職員となる者に対して，次に掲げる勤務条件を記載した

文書（第１号様式）を交付し，その他の勤務条件に係る事項については，口頭又は文

書で明示する。 

⑴ 労働契約の期間に関する事項 

⑵ 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項 

⑶ 始業及び終業の時刻，所定労働時間を超える労働の有無，休憩時間，休日及び休暇

に関する事項  

⑷ 給与の決定・計算・支払いの方法，給与の締切・支払の時期に関する事項  

⑸ 退職に関する事項（解雇の事由を含む。）  

（提出書類） 

第８条 新たに特定業務職員として採用される者は，次に掲げる書類を提出しなければな

らない。ただし，法人が提出を要しないと認めたものについては，この限りではない。 

⑴ 履歴書 

⑵ 住民票記載事項証明書その他これに準ずるもの 

⑶ その他法人が必要と認める書類 

（雇用期間） 

第９条 特定業務職員の雇用期間は，５年以内とし，通算して５年の期間を限度として，

更新することができる。ただし，公立大学法人京都市立芸術大学が締結する有期労働

契約の契約期間及び無期労働契約への転換に関する規程（以下「有期労働契約に関す

る規程」という。）第５条に基づき，期間の定めのない労働契約へ転換した特定業務

職員については，この限りではない。 



  

２ 有期労働契約に関する規程第５条に基づき，期間の定めのない労働契約へ転換した特

定業務職員の雇用期間は，年齢６５歳に達した日以後における最初の３月３１日を超

えることはできない。 

（退職） 

第１０条 特定業務職員は，次の各号のいずれかに該当する場合は，当該各号に掲げる日

に退職し，特定業務職員としての身分を失う。 

⑴ 自ら退職を申し出て，法人に承認された場合 法人に承認された退職の日 

⑵ 前条に定める雇用期間を満了した場合（雇用期間が更新される場合を除く。） 

雇用期間満了の日 

⑶ 死亡した場合 死亡の日 

 

   第３章 給与 

（給与） 

第１１条 特定業務職員の給与に関する事項については，公立大学法人京都市立芸術大学

職員給与規程の定めるところによる。  

 

   第４章 研修 

（研修） 

第１２条 所属長は，特定業務職員に対し，業務の遂行上必要な知識及び技能を習得させ

るための研修を実施することができる。 

 

   第５章 災害補償 

（災害補償） 

第１３条 特定業務職員の業務上の災害（負傷，疾病，障害又は死亡をいう。以下同

じ。）又は通勤による災害に対する補償は，労働者災害補償保険法その他関係法令の

定めるところによる。 

２ 前項に定めるもののほか，災害補償に関し必要な事項は，別に定める。 

 

第６章 雑則 

（委任） 



  

第１４条 この規則において別に定めることとされている事項及びこの規則の施行に関し

必要な事項については，理事長が定める。 

（職員就業規則の準用） 

第１５条 職員就業規則のうち，第１０条（試用期間），第１３条（配置等），第１４条

（休職），第１５条（休職の期間），第１６条（復職），第１７条（委任），第１９条

（自己都合による退職手続），第２２条（解雇），第２３条（解雇制限），第２４条（解

雇予告），第２５条（退職後の責務），第２６条（退職証明書），第２６条の２（人事

異動），第２６条の３（人事評価），第２８条（誠実義務），第２９条（職務専念義務），

第３０条（服務心得），第３１条（遵守事項），第３２条（倫理の保持），第３３条

（ハラスメントの防止等），第３４条（入構禁止又は学外退去），第３５条（兼業の制

限），第３６条（勤務時間，休日及び休暇等），第３７条（育児休業等），第３８条（介

護休業等），第４１条（懲戒の事由），第４２条（懲戒の種類及び内容），第４３条（懲

戒の手続等），第４４条（訓戒等），第４５条（損害賠償），第４６条（安全及び衛生），

第４７条（出張），第４８条（旅費等），第４９条（福利厚生），第５１条（退職手当）

及び第５２条（不服申立て）の規定は，特定業務職員に準用する。 

 

   附 則（平成３１年３月１９日理事長決定） 

 この規則は，決定の日から施行する。 

  

 


